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GXリーグでの関連動向について
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「GXリーグでの関連動向」～進む、GXリーグ基本構想

本日の内容

➢ 背景

➢ GXリーグの歩み

➢ GXリーグとは・・・基本構想

➢ GXリーグの取り組み、GX-ETS

➢ GX推進法、GX実現に向けた基本方針（ロードマップ）

➢ ETSの初期（海外）からの知見
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・東日本大震災後の原発再稼働の遅れ、石炭火力の割合高止まり（10図）、安全性の確保を前提に原子力発電の活用も検討要。
・脱炭素移行コストの高い素材産業のウエイトが他の先進国対比高く、支援検討の要（11図）
・研究開発効率が低位（12図）、スタートアップ支援、研究人材交流と産学連携、オープンイノベーションを通じた研究開発力強化が必要（13、14図）。

出所：令和4年度年次経済財政報告説明資料 https://www5.cao.go.jp/keizai3/2022/0729wp-keizai/setsumei00.pdf

背景(①)
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・脱炭素への取り組み、上場企業先行（7割）、非上場企業の7割が未着手（15図）
・ノウハウ・人員の不足が課題（16図）
・未着手先の7割が自社の省エネ、再エネ設備への投資を計画。官民連携による計画的重点投資を通じ、予見可能性を高め、民間投資を

喚起することが重要（17図）
・費用増加への対応の必要性が強く認識され、サプライチェーン上で必要な価格転嫁が可能な経済環境醸成が必要（18図）

出所：令和4年度年次経済財政報告説明資料 https://www5.cao.go.jp/keizai3/2022/0729wp-keizai/setsumei00.pdf

背景(②)
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GXリーグのあゆみ

◆2020年

10月 2050年カーボンニュートラル宣言

12月 グリーン成長戦略（2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略）

◆ 2021年

2月 経済産業省研究会で議論開始（「世界全体でのカーボンニュートラル」）

8月 中間整理 カーボンクレジット市場創出とCNトップリーグ構想（仮称）を提言

12月 研究会として「GXリーグ基本構想案」を提言

◆ 2022年

2月 「GXリーグ基本構想」を発表（440社から賛同）

6月 2022年度の活動（準備期間）キックオフ・・・未来像とルールメーキングWGを順次開始

7月 官邸→「GX実行会議」設置

9月 GXETS議論開始

12月 官邸→「成長志向型CP構想」を含めた「GX基本方針」とりまとめ

◆ 2023年

2月10日 「GX基本方針」と「GX推進法案」*を閣議決定（3月30日衆院可決）

2月14 日「GX リーグ シンポジウム 2023」 開催

3月31日「気候関連の機会における開示・評価の基本方針」を公表

4月以降 「GXリーグ」本格的な活動開始

4月28日GX推進法、参院で修正可決、衆院へ（同日衆院受理）、

5月12日GX推進法、衆院で修正部分採決）

*「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の促進に関する法律案」

（経済産業省、「GXリーグ活動概要」2023年2月14日をもとに加筆）

「GXリーグ」基本構想 2022年2月1日

経済産業省産業技術環境局環境経済室

我が国は 2020 年 10 月に「2050 年カーボンニュートラル」を目指す
ことを宣言するとともに、2021 年 4 月には、2030 年度の新たな温
室効果ガス排出削減目標として、2013 年度から 46％削減すること
を目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けるとの新たな方針
を示している。我が国がカーボンニュートラルを実現し、さらに世界
全体のカーボンニュートラル実現にも貢献しながら、そのための対応
を成長の機会として捉え、産業競争力を高めていくためには、カーボ
ンニュートラルにいち早く移行するための挑戦を行い、国際ビジネス
で勝てるような「企業群」が、自ら以外のステークホルダーも含めた
経済社会システム全体の変革（GX：グリーントランスフォーメーショ
ン）を牽引していくことが重要である。そのため、GX に積極的に取り
組む「企業群」が、官・学・金で GX に向けた挑戦を行うプレイヤーと
共に、一体として経済社会システム全体の変革のための議論と新た
な市場の創造のための実践を行う場として「GX リーグ」を設立する。

2022年度
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GXリーグ基本構想(①)

〇「経済社会システム全体の変革」
“循環構造”
・企業の意識・行動変容
・生まれた価値の提供
・新たな市場の創造
・生活者の意識・行動変容

・企業の意識・行動変容により、企業の成
長、生活者の幸福そして地球環境への貢
献が同時に実現される

①企業自らの排出削減、②自らに関連す
るバリューチェーンへの排出削減への行
動、③生活者が自ら能動的な選択できる
ような GX 市場の拡大が重要。

GX リーグにおいては、①～③に賛同する
企業を募り、循環構造を導くための様々な
試行的な取り組みを行う。

具体的には、①生活者にとってのカーボン
ニュートラル時代の未来像のあり方の議
論、②未来像を踏まえた、新たな GX 市
場形成のあり方（ルールメイキング等）の
議論、③社会での効率的な排出削減を行
うための自主的な排出量取引の試行、と
いった取組を併せて実施する。

2022年2月1日経済産業省産業技術環境局環境経済室
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〇将来の量を調整する仕組みに向けての準
備としての GX リーグの位置づけ（排出量を
調整する仕組み）

・先行導入企業とそうでない企業との取組強
度の不公平を是正

・各国の気候変動対策の強度により、各国
においてカーボンニュートラルを達成するタ
イミングが異なる場合には、国家間での調整
も必要となる。

・2050 年カーボンニュートラルという目標が
達成された状況は、異なる主体による人為
的な排出量と人為的な吸収・除去量が国内・
世界において均衡している状況。異なる主
体によるクレジットを通じた量の取引が成立
していることが前提。

将来的に必要となる排出量を調整する仕組
みを踏まえ、「GX リーグ」において、自主的
に掲げた目標値を達成するための自主的な
排出量取引の仕組みを措置し、これを将来
の仕組みに向けた準備のための取組として
位置づける。

国の削減目標との関係で、このような自主
的な枠組みによる産業界の取組の進捗が芳
しくない場合は、政府によるプライシングへ
の移行も視野とする。

GXリーグ基本構想(②)

2022年2月1日経済産業省産業技術環境局環境経済室
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GXリーグ３つの取り組み

① 2050CN のサステイナブルな未来像を議論・創造する場

参画企業に加え、官学民の幅広いステークホルダーが、ワーキング
グループを構成して、生活者に対して、2050CN のサステイナブルな
未来像とそこに向けた経済社会システムの移行像を示す。（例：生活
者視点のサステイナブルな経済社会システムのあり方、2050CNにお
ける各産業・企業の役割。ビジネス機会の創造・共創）

② CN 時代の市場創造やルールメイキングを議論する場

上記１で示すような未来像を踏まえ、その未来像の実現に向けたル
ールメイキングの議論（先端市場設計）を進めることにより、進展する
技術の社会実装・事業化に向けた機会を拡大させ、具体的な市場の
創出と生活者への価値の提供を更に加速させる

③ 自ら掲げた目標に向けて自主的な排出量取引を行う場

2030 年（またはそれに類する年）における高い排出量削減目標を自
主的に掲げ、その達成に向けて、毎年の取組状況の報告と、中間地
点（※別途設定）達成状況の評価を行い、目標に達しない場合は、直
接排出（国内分）に関して、カーボン・クレジット市場を通じた自主的な
クレジットの取引を行う。

注）CN：カーボンニュートラル

カーボンニュートラルは、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす
ること。

「排出を全体としてゼロ」というのは、二酸化炭素をはじめとする温室
効果ガスの「排出量」※から、植林、森林管理などによる「吸収量」※
を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。※人為的なもの

カーボンニュートラルの達成のためには、温室効果ガスの排出量の
削減 並びに 吸収作用の保全及び強化をする必要。日本政府は
2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボン
ニュートラルを目指すことを宣言。
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気候関連の機会における開示・評価の基本指針（2023年3月）
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第2章 削減貢献量-気候関連の機会を表す項目の一例として



気候関連の機会における開示・評価の基本指針（2023年3月）

・まずは企業による算定・開示および金融機関等による評価への活用を実例を積み上げ、これを土台として
議論を重ねていくことが必要。

・これらの内容については、今後、開示・評価の実例が蓄積されていく中で必要に応じて更新することを想定
。
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GXリーグ実証試験（2022年度）期間中（85営業日）約定163件、15万t-CO2の取引が成立

「カーボン・クレジット市場の実証結果について」東京証券取引所 2023年3月
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2023年度のスケジュール

• GXダッシュボード公
開

• 2024年9月以降
2023年度の排出量実
績報告

• 2024年夏に2023年
度の目標に対する実
績がわかり、ここから
超過削減枠が生じる

経済産業省、「GXリーグ活動概要」2023年2月14日
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GX-ETSの概要(①)

NDC:National Determined Contribution(国が決定する貢献）
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GX-ETSの概要(②)
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GX-ETSの概要(③)
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GX-ETSの概要 (2023年２月１日 GXリーグ事務局)



脱炭素社会の実現に向けたGX(グリ
ーントランスフォーメーション)

推進法案

「脱炭素成長型経済」
産業活動において使用するエネルギ
ー及び原材料に係る二酸化炭素を原
則として大気中に排出せずに産業競
争力を強化することにより、経済成長
を可能とする経済構造

第211回国会に提出
3月30日衆院で可決
4月28日に参院で修正可決
5月12日衆院で修正部分に

ついて同意され、
法律成立

産業や地域社会に大きな
影響を与えないよう「公正
な移行」を行う

GX推進法の概要
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2023年2月「GX実現に向けた基本方針参考資料」https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002_3.pdf

18

ETSフェーズ２
ETSフェーズ1

ETSフェーズ3



World Bank“State and trends of Carbon Pricing 2022”

国・地域別のカーボンプライス（2022年4月現在）
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ETSにおける価格推移(2008年1月-2023年3月)

ICAP、縦軸USD

2008 金融危機

EU-ETS

phase3

ロシア
ウクライナ侵攻

NZ price 

cap廃止
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ETSの初期（海外）からの教訓

1）排出量は減少したが、炭素市場要因でどれだけ減った
かはわかりにくい
シミュレーションで、類似した政策での弾力性から求める
事は可能かも・・・。

2）短期の投資でなく、新たな技術開発への長期の投資を
どれだけ呼び込めたか？

3）排出権の無償割当は所得配分の不均衡、電力価格へ
の転嫁は低所得世帯への負担増加の問題

4）炭素市場の負担は、産業の競争力を損なったか？
また、Carbon leakageを引き起こしたか？
⇔弱い経済活動、エネルギーの低価格、炭素市場におけ
る排出権の低価格は、大規模なcarbon leakageを招か
なかった

5）価格の上限、下限を定めるのは有効

6）バンキング、ボロウイング（借入）は市場価格の動きを
なめらかにする（安定した価格が望ましい）
2012年の調査で、EUではPhase2の年間のキャップの1.19倍の量の25億の排出権がバンキングされた。98年の
米国の硫黄規制では、6百万トン（これは年間のキャップ量に匹敵する）がバンキングされた。バンキングは、将来
の価格に係る予想と今日の価格予想とを結ぶ。バンキングの取引量に占める割合をどこに置くか？。

7）オフセットの内容については、本当に削減効果があ
るものか、吟味が必要。CDMにおおけるHFC-23の後
からの除外、森林についてEU-ETSやNZは認めない
が、カリフォルニア州は認めている。CDMが当初の狙
いの途上国への技術移転や経済発展につながってい
るのかは不明。EU-ETSはCDMを認めなくなり、2009-

2010年に10-15€だったCDMの価格は2012年12月に
は1€をしたまわった。(注*)

8）スキャンダル

・国毎に異なるValue added taxにからんだ、トレーダー
の不正（1億€2008-2009年）

・サイバーアタックで5000万€相当の排出権が2011年
に盗まれた

・ハンガリーが排出権のswapを行い、これは京都議定
書では容認されていたが、EU-ETSでは想定外であっ
たので、排出権のリサイクリングを行ったのではないか
という疑惑が生じた。

9)政府側には、価格を上げていきたいインセンティブが
ある

10)取引の透明性向上、虚偽排除に留意

Robert N.Stravins.2019. “Economics of the environment selected 

readings 7th edition” 第22章
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（ご参考）脱炭素化社会に向けた、日本海事協会の取り組み

海運業界の脱炭素化に向けた取り組みへのサポート
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（ご参考）船舶からのGHG排出を効率的に管理できるツール
ZETAの提供開始

ClassNK MRVポータルと連動したデータ利用、データ所有者の利用許諾に基づいて運用
されます。（2022年リリース）

用船者

金融機関

荷主

船主

個船やフリート全体のCO2排出量のモニタリング機能を搭載した、総合的なデータ管理プラットフ
ォーム。CII格付けのモニタリング機能や、減速運航などを実施した場合にCO2排出量やCII格付
けがどのように変化するかシミュレーションできる機能を搭載しています。
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企業、金融機関、自治体さまにおける気候変動へのお取り組みをサポート
（ファイナンス組成支援、情報開示支援）

再生可能エネルギー：ウインドファーム認証、浮体
式洋上風力発電設備 船級検査、など

シップヤード認証（シップリサイクル条約に基づき適切
に解体処理できる施設か否かの審査）

（ご参考）オンサイト、オフサイトをつなぐClassNKの取り組み
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一般財団法人日本海事協会 調査開発センター

本多史裕

(Tel) 03-5226-2054、(Mobile) 080-7309-1573

(e‐mail) : f‐honda@classnk.or.jp

ご清聴ありがとうございました
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